
衛星データ利用グリッド型木造率と広域避難地による多摩川下流の震災避難特性 
 

(株) 遥感環境モニター 代表取締役 正会員 ○金子大二郎 
 

１．目的  

 東日本太平洋沖地震の後、余震域が首都圏に近付い

ており、千葉市や茨城県西部が震源となってきた。首

都圏の中で、東京都東部の沖積地帯にある住宅密集域

ばかりでなく、産業と住宅が集中する京浜地区は、も

う一つの重要な防災対象の地域である。その中でも、

多摩川下流域は、荒川・隅田川と同様に軟弱地盤地帯

である。著者は、同時火災時の避難の際に、橋梁の損

壊あるいは避難集中によるボトルネックの可能性、お

よび、多数の人命損失のリスクを指摘してきた。橋脚

のケーソン基礎の当時の技術（ニューマチックケーソ

ン工法）の施工限界深度や、地盤改良の技術水準が低

かったことから、現在の橋梁の基礎沈下・損壊・落橋

によって機能しない危惧がある。そのため、スーパー

耐震橋梁や公園型避難歩行者専用橋を、東京東部の荒

川水系について、概念図と共に提案してきた。本研究

では、神奈川方面に避難する人々の多い多摩川下流域

について、木造率分布と避難距離から危険性を検討す

る。また、河川の増水時に、高水敷にある広域避難地

が冠水し、機能喪失する可能性について荒川水系と同

様に報告する。 

２．衛星データによる研究対象域 

首都圏の関東震災による被害は、延焼による人命損

失が特徴であった。本研究では、首都直下地震と南関

東地震を念頭に、首都圏南西部である目黒・品川・大

田・世田谷区から川崎、横浜市西区等までの京浜地区、

および三浦半島までを対象とした（図-1）。その中で、

軟弱地盤の分布と、都心から神奈川方面への避難経路

の視点から、研究対象域として多摩川下流域を優先的

に選定した。 

３．使用データと土地被覆分類 

最初に、衛星利用の最尤法によって、土地被覆を分

類した（図-2）。使用した衛星は ALOS の 2009 年 4 月 13

日の可視・近赤外データである。AVNIR の分解能は 10

ｍと高い。土地被覆分類結果から、木造住宅域（桃色）

と、避難地としての公園・森林域（緑色）を抽出した

（図-3）。この木造住宅の分布から、避難地が乏しい空

白域を青色の楕円で示した。また、東京湾に面する石

油化学物質の火災危険物地域と、崖崩れ傾斜地帯の住

宅域を赤色の破線によって示した。更に、相模湾に面

する津波の危険度の高い地域を青の破線によって、住

宅域分布と共に示した。各地域の個別の問題と住宅分

布とによって、人命の危険性に応用することができる。 

４．木造住宅域の抽出と木造率の計算 

木造住宅の倒壊による火災と延焼の問題のために、

荒川・隅田川地区と同様に、奇数の 9画素（90m）四方

を一つのグリッドとした平均木造率を計算した（図-4）。

解像度が高い特徴を生かし、避難の際に危険性の高い

多摩川下流域を対象として、平均木造率を計算した（図

-4）。図中の赤色部が、木造率の高い地域である。被覆

分類であるか

らコンクリー

トを材料とし

たビル街や工

場域は、木造率

が低く緑色と

なり、更に低い

工場地帯は青

色に示してあ

る。次に、避難

距離の視点か

ら危険性を検

討するために、
 

図１ 首都圏京浜方面の産業と住宅

域に注目した研究対象域 

  

図 2 最尤法による 市街地（赤）、住宅

（桃）、緑地（緑）の被覆分類結果 

  
図 3 首都圏南部の住宅域と避難地として 

の公園・緑地の抽出結果及び課題域 
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広域避難地の位置を衛星画像上のグリッド型木造率と

関係づける。目黒区から品川・大田・世田谷の各地区

に指定された広域避難地を表１に整理した。なお、対

岸の川崎市の避難地は、等々力緑地および隣接する多

摩川河川敷である。また、河川の高水路敷が豪雨によ

って冠水し、広域避難地を喪失した場合

を検討するために、多摩川の田園調布下

地点（国土交通省関東地方整備局京浜河

川事務所）の河川水位変動を図-6 に示

した。多摩川は、荒川に比べて流域が小

さく、かつ、流量に比べて大きな水資源

用の小河内ダムがあるにも拘わらず、昨

年の荒川（笹目橋）の場合よりも、水位

変動が大きいことがわかる。荒川の河川

断面が降水量に対して十分に大きく、多

摩川は流出率が高いか、河道断面が小さ

いことを意味している。この特徴は、地震時の広域避

難地として、意外にも荒川地区よりも不利であること

が分かった。震災時に橋梁が機能しない（落橋等）場

合や、前述の広域避難地が冠水した場合の避難距離を

計算することにより、荒川・墨田川地区の場合と同様

に、人命の危険度を検討することができる。 

５．おわりに  

 震災時における同時多発型火災の対策として、木造

住宅率と避難距離によって、人命リスクの減災対策を

検討してきた。衛星データから得られる木造率と避難

距離を使うと、スーパー耐震橋梁の適地を検討するこ

とが可能となる。また、公園型避難者専用橋、或いは

河川敷の基礎地盤が浅く良好な場合には、現在の橋を

拡幅と補強することにより、橋梁の避難容量から見た

ボトルネックを、軽減することが可能となる。 
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表１ 多摩川下流地区と広域避難地と受け入れ容量

 

  

図 4 避難のための多摩川下流の木造率計算結果 

 
図 5 多摩川下流の木造家屋分布抽出結果と 

広域避難地緑地配置 

図 6 高水敷避難地のための多摩川水位（田園調布） 
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